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1。 は じ め に
1980年代後半から90年代初頭において,米国の電気事業で行われてきたDSM
は,低コストでかつ環境負荷の軽減をも実現する新しい供給力として大きな注
目を集めてきた。(1)それは,同時に電気事業者に新たなビジネスチャンスを提供
するものとも見込まれていた。しかし,規制緩和が一段と進展しようとしてい
るここ数年の状況では,DSM事業の見直しが行われている。
本稿では,規制緩和が進む欧米において,DSMがどのように変化しようとし
ているのかを検討する。
2.DSM再評価
DSMは,1980年代末に米国における電気事業規制変更に伴う新たな波の中で
(1)DSMの概要については拙稿 (1994)を参照。
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開花 した。その背景には,1)域内での新規電源確保が難 しかったこと,2)電
源に代替 しうる安価な供給力としてDSMが認識されたこと,それは3)環境に
も極めて優 しい手段であったこと,4)規制当局が積極的にDSMを推進 してき
たこと,などがあった。そのため,環境コス トなど社会的費用を考慮 した場合
にはDSMは新規電源の建設に比べて,経済性の観点からも優位にたつとされた。
しかし,電気事業における競争がさらに広範囲なものに拡大される過程で,
DSMに対する評価が変わってきている。それは,1)DSMは本当に安いのか,2)
DSMの便益はこれまでのように顧客と電力会社両者にもたらすのか,という点
に疑間が生 じているからである。すでに米国のいくつかの電力会社では,DSM
への投資額を当初計画から下方修正 している。
広範囲な規制緩和は,域外からの電力調達を可能にし,これまで以上に安い
供給力を利用可能にした。そして,規制緩和の行き着 く先が安売 り競争にある
としたら,DSMとてその足枷にはしたくない,といった状況である。とりわけ
1995年12月20日に米国カリフォルニア州公益事業委員会(CPUC)で決定をみた
小売 り託送の自由化を織 り込んだ規制緩和策,欧州ではEUで議論されてきた
第二者アクセス, といった施策がDSMに対する評価見直しを決定的にした。
しかし,一方で従来型のDSMは,エネルギーサービス事業 (ESM)の拡大
といった形で姿を変えつつある。
2.1.競争とDSM
一段と進んだ競争政策の導入によってDSMに対する評価が変化してきたのは,
次のような理由からである。
第一には,電気事業の供給力において多様なポー トフォリオの採用が可能に
なったことである。送電線が開放されることによって,電気事業者 (とりわけ
配電会社)は, 自社の供給地域を超えた広範囲な供給力が利用可能になる。そ
れゆえ,電気事業者が自ら行うDSM以上に経済的な供給オプションの選択肢が
拡大 した。
第二には,第一の観点から様々な供給カオプションを再評価すると,DSM
は当初の想定以上に高い物である, という見方である。この点に関しては,①
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経済性評価における方法論的な問題,②DSMによって達成される省電力量は,
実施前に期待される量ほどになっていないことが多いこと,③小売り託送が実
施されるようになると,DSM投資が回収不能費用(stranded COSt)になる可能
性があるため,投資リスクが発化すること,などである。
第二には,競争市場の実現によってもたらされるはずの電気料金低下が,こ
れまで必ずしもその実現をみているわけではなく,その一つの原因としてDSM
がやり玉にあがることである。この観点は,米国で導入されてきたDSMという
制度そのものが潜在的に抱えている問題点の顕在化でもある。つまり,① DSM
は物理的な供給力を提供しないにも関わらず,料金は値上げされる傾向にあり,
その姿が消費者に理解されにくいこと,②DSMによって省電力が進み,それが
結果的に過剰な供給力をもたらすようになってきたこと,③DSMの参加インセ
ンティブとして提供されるリベートが電気料金を通じて行われ,それが消費者
に不公平感をもたらしていること,④参加者の中にフリー ライダーが排除でき
ないこと,これが結果的にDSMの費用単価を押し上げてしまうこと,などである。
さらに第四には規制当局によるDSM推進制度の見直し,である。
2.2.環境とDSM
環境保護は,DSMがもたらす大きな社会的な便益である。しかし,競争原理
の導入と環境保護は時として,相矛盾する効果を持つ。DSMに対 しても例外で
はなく,米国の電気事業の規制緩和における議論の中でも,過度な規制緩和は
環境軽視を引き起こし,それが「影」の部分として指摘されている。(2)
つまり,環境に優 しい供給力手段として認められるDSMは,これまで政策的
に国(エネルギー政策法,1992,NEPA)や州の規制当局から後押 しがあった。
それゆえにDSMが開花できたということも事実である。しかし,一層の規制緩
和は,DSMに対する優遇策を反故にしようという動きが表面化 し始めた。ただ
し,州によっては,電力市場が小売 り託送を含めて自由化されても,公益事業
委員会は従来とは異なった方法でDSMを支援するなど,DSMの退行を避ける
(2)Cleinente(1996)p.13
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よう検討を行っている。
さらに,ここ数年,環境費用の計測が精級化されることによって,その評価
値は徐々に下方に修正されている。この点も,DSMにとっては在来型の供給力
と経済性評価の上で競争力を喪失する一因となっている。
2.3.ESMとDSM
一方,DSM事業の新たな展開として,ESM(Energy Sewice Management
あるいはEnergy Service Marketing)がある。これは,ESCO(Energy Serv―
ice Co" :エネルギー・サービス会社)と呼ばれる主体によって営まれる。当
初,ESCOは電力会社が行うDSMの企画や実施をその主たる事業としてきたが,
扱うビジネス範囲をより広範なエネルギー・サービス全般に展開してきた。電
力消費者が大日の民間企業や公共事業体である場合には,エネルギー管理部門
をアウ トツーシング化 し,それをESCOに委託するという形態をとる。
それゆえ,現在のESCOの事業内容は,単に電力消費を抑制させたり負荷平
準化を図るだけのDSMに限らない。契約先の①エネルギー消費効率化の達成,
②電気設備の管理,③燃料調達,④自家発の運転管理,⑤DSM投資資金の調達
などを行い, しかも,ユー ザーとの契約形態もパフォーマンスベースといった
新たな方式を採用し始めている。
こうしたESCOの事業主体は,①電気事業が単体でESCOを設立しているも
の,②既存ESCO間で新会社を形成したものなど,大きく二つに分かれる。い
ずれも,供給区域に捕らわれないエネルギ ・ーサービス会社としてコンサルテ
ィング事業を営んでいる。
上で述べてきたような背景が,米国を中心としてこれまでのDSMに対する評
価の再考につながっている。以下ではさらに具体的に,米国の実態を検討する。
3.米国の規制緩和 とDSM
ここでは,米国のDSMの推移を概観し,規制緩和の文脈の中でDSMの姿が
どのように変貌してきたかを考察する。
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3.1.DSMの歴史
まず,最初にDSMが辿った歴史を大まかに辿ってみる。
DSMが大きく開花 したのは1990年前後であるが,その哨矢は1970年代末にあ
る。DSMの始まりはミネソタ州のOsageという町の公営電力会社によってその
萌芽を見たとされる。(3)同社は,供給力不足を解消するためには,追加の送電設
備や供給力の手当てが必要となり,そのためには大幅の料金の値上げをせざる
をえない状況にあった。しかしそれを回避する方策として,家庭需要家を個別
訪問し,断熱の強化を図り,省電力を進めた。供給主体の電力会社が, 自ら消
費者の需要抑制を働きかけたということで,これが省電力DSMの口嵩矢とされる。
ただし,負荷平準化に関して言えば,さらに歴史は古い。米国で負荷平準化
のための料金制度が採用されたのは,1940年代であるし, 日本でも昭和40年代
(1960年代)には現在の需給調整契約の原型ができあがっている。(4)
実際に上のような省電力を中心としたDSMが急激に流布されるようになった
のは,1980年代末である。1989年にはNARUC(全米公益事業委員協会)でDSM
/1RPの奨励を決議 し,(5)1990年のレーガン大統領時代に起草された『国家エネ
ルギー戦略』の中でもそれが謳われた。(6)こうした制度的な後押しに加えて,当
時進捗を見た規制の変更もまたDSMを拡大する役割を果たした。それは,新規
供給力の確保にあたって入札制度が導入されたこと,それに参加する独立系発
電事業者 (IPP)の登場といったものである。これらは,電気事業者に対して従
来以上に安価で確実な電力供給オプションの可能性を提示し,そのオプション
のひとつとしてDSMの可能性も考慮されるようになった。(7)
1990年代に入ると,規制当局がいかに電気事業者にDSMを推進させるべく会
計上の優遇制度を用意するかが大きな課題となった。DSMに向けられた費用の
回収をどのように行わせるべきか。物理的供給力である電源資産に対する報酬
率以上に高い率をDSM投資に適用したらどうか,といったインセンティプのあ
(3) Wall Street Journal(1987)
(4)電気事業講座編集委員会 (1986)p.142
(5)NARUC(1989)
(6)DOE(1991)
(7)米国の電気事業の規制緩和については拙稿 (199o),および矢島 (1994)を参照
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り方が議論の中心であり,実際,そうした制度が導入されてきた。
一方,既にDSMの実施経験を持つ電気事業者や研究者からは,DSMが抱え
ている問題点が改めて指摘されるようになった。それらは,期待される効果と
現実との乖離,経済計算手法の問題,フリーライダーの問題,料金値上げの問
題など,前述 した潜在的に抱える制度的な問題に関するものなどである。 しか
しそれでも,1990年代前半は,制度的な後押 しからDSMは大きく躍進 し,1990
年代の電気事業の新 しい事業として認識されてきた。
ところが,それが大きく方向転換 したのは,1994年からである。その契機 と
なったのは,カリフォルニア州公益事業委員会(CPUC)が刊行 したBlue Book
である。Blue Bookは,新たな電気事業体制を模索するために,1992年から始
まった検討会の報告書である。それには,電気事業規制体系見直しの総仕上げ
として,21世紀に向けた電気事業体制が提案されていた。英国の電気事業の規
制緩和に見られるような,発・送・配電事業の分断,小売 り託送の段階的な自
由化,パフォーマンス・ベースに基づ く料金制度の導入などが提案された。
CPUCの規制変更が及ぼす影響は直接的には州内の電気事業者に限られる。
しかし,時代をリー ドしてきたカリフォルニア州の提案であり,他州の規制体
系にも影響を及ぼ しかねないことから,全米の注日を集めてきた。提案の採否
は,当初の予定に比べて半年余り遅れて,1995年12月20日に行われ,その内容は
ほぼ提案に沿ったものになった。(8)
3.2.DSMの現状
それでは,米国におけるDSMの実態を統計を用いながら確認しておこう。用
いるデータは米国エネルギー省 (DOE)の調査で,1989年以降DSMに関する
公式統計となったEIA‐861様式に基づいたものである。(9)統計の調査対象は全米
の電気事業者であるが,120 GWh以上の販売量を持つ電力会社はこの調査票に
解答義がある。全米約3,250社のうちの905社がその範疇に入り,この905社の全
米におけるシェアは販売量で86%,売上高で89%である。また,私営電力会社
の経緯は,東海 (1996)が参考になる。
ドのデータはDOE/EIA(1995)を用いた。
?
?
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286社のうちの142社がデータ対象になっている (1994年)。
1994年の調査によれば,DSMへの支出金額は年間28億ドルであり,これは同
年の売上高の1.5%に相当する。同比率は,調査開始時の1989年では0.5%であっ
たから,この間にいかに大きな増加であったかが解る。
こうしたDSM支出による効果は,年間440億kWhほどの省電力をもたらし,
4,000万kWほどの潜在的なピーク需要を抑制したものと見られる。これは総需
要量 (kWh)の1.6%, ピーク需要 (kW)の6.8%に相当している (表1参照)。
DSMに資されるプログラムは大きく,①省電カプログラムと②負荷管理プロ
グラムとに分けられる。前者の省電カプログラムに用いられる主要施策の特徴
は,以下の通りである。第一に,省電力効果のうち41%は家庭用プログラムが
寄与していること。第二に,近年は商業用 (業務用)を対象としたプログラム
が増加していること。第二には,効率化推進プログラムの費用効果は,約3.0セ
ント/kWh(10年償却,5%割引率)と推計されること,などである。
一方,後者の負荷管理プログラムの特徴は,次の通りである。第一には,メ
ニューとしては,供給遮断契約プログラムが中心であるものの,エネルギー効
率化 (省電カプログラム)と直接制御によるプログラムとが,それぞれ, ピー
クカット効果の25%程度ずつ寄与していること。第二に, ピークカットの中心
は産業用であること。第二には,全体の費用対効果は,kWあたり48ドル(1992
年価格)と推計されること,などである。
表1 米国のDSM支出と効果
項 目 1990      1991      19921993      1994
省電力量(100万kW)
ピー ク削減実績(千kW)
潜在的ピー ク削減効果(千kW)
35,563
17,204
32,442
45,294
23,069
39,508
20,458
13,704
NA
24,848
15,619
NA
52,483
25,001
42.917
費用(千ドル)
(出所)DOE/EIA(1995)p77
1,177,457  1,803773    348,094  2,743,533  2,715,700
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3.3.DSMの見直 し
先述 したが,DSMに対する見方を大きく変化させた事件は,CPUCのBlue
Bookであった。ここでは,このカリフォルニアの事例を含めて,DSMに対す
る評価見直 しに関する状況を整理 しておく。
3.3.1.カリフォルニアにおけるDSM見直し
CPUCに規制の方向転換を迫った直接の原因は,全米で最 も高いとされるカ
リフォルニア州の電力料金にある。不満は,電力大口需要家である産業需要家
を中心として湧きあがってきた。この料金危機がCPUCに方向転換を迫り,Blue
Bookの発行となった。そこでの提案は,電力産業の再構築を模索し,その論調
はDSMについても同様である。
Blue Book刊行に至る間の公聴会では,かつてDSMを支持 していた大口消
費者の団体が,省電力DSMに関わる支出を電力料金から供与することに反対を
表明するまでになった。そして,カリフォルニアエネルギー委員会 (CEC)の
1994 Energy Efficiency Reportと1994 El ct icity Reportの公聴会の中では,
カリフォルニアのDSMの費用効果テス トはDSMを過大評価 していた,とい
う報告も行われた。
こうした経過を経て,カリフォルニア州内にあるPG&EとSOuthern CalifOr_
nia Edisonの2大電力会社は,1995年のDSM投資を当初計画より2億ドル削減
するという決定を行っている(10)。
3.3.2.DSMの堅調な伸びを想定 し難 くなった背景
1990年代前半は,カリフォルニアではDSM事業は時代の花形とも認識されて
いた。しかし,それが一転 してDSMへの投資が抑制される状況になっている。
この背景には何があるのかを整理してみよう。結論からいえば,①規制緩和に
ともなう回収不能費用の問題,②料金支払い者による反旗,③DSMの経済性に
関する疑問,④DSM推進インセンティブ制度のCPUCによる見直し,がある。
(10  :Bradley,et.al(1995)p.41
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① 回収不能費用
第一番目の規制緩和に伴う回収不能費用の問題は,実はDSM事業に限った問
題ではない。回収不能費用の問題は,1990年代初頭から徐々に進められてきた
送電線開放という規制緩和策によって顕在化 してきた。つまり, 自由に配電会
社が安い電源を選択することによって,短期的には既存の割高な発電設備が過
剰設備として認識される。こうした設備を抱える事業者は,生産 した電力を誰も
購入してくれなければ費用回収の術が無 くなってしまい,その設備が埋没する
と同時に事業の存続さえ危ぶまれる。
さらに,一段と規制緩和が進展して小売 り自由化が認められるとなると,DSM
投資に関しても,同様な現象が想定される。例えば,電気事業者Aは自らの供
給地域内の顧客CにDSMの方策として省電力投資を行うとする。一方,別の事
業者Bの電気料金はAよりも安価でサービスはAと同一水準であるとする。小
売 り自由化が実現されれば,電気事業者Aの供給地域内にあった顧客Cが,電
気事業者Bの顧客になる可能性が出てくる。DSM省電力投資は,A電気事業者
が顧客Cに対して行うものであるから,そうなった場合には,事業者Aが行っ
たDSM投資が回収不能な状況に直面する。
それゆえ規制緩和策は,電気事業者を,将来的に回収不能費用になる可能性
があるような投資案件から回避させる作用を持つ。これはDSMに限らず,電力
供給設備についても同様である。一方でこの問題は,規制当局に対して,|口l収
不能費用を回収するにはどのような方策が公平であるのか, という政策課題を
提示 している。
② 料金支払い者の不満
DSM投資が見直される背景の第二の理由として,料金支払い者の反旗がある。
これは,DSM投資が持つ所得再配分機能に対する公正や公平の問題につながる。
これまでのDSM投資資金は,総ての顧客による電気料金収入によって賄われ
てきた。DSMプログラムに参加する顧客は,DSMを通 じて自らの資産を拡大
させることができるばかりでなく,支払い電気料金も低減することができる。
つまり,参加者は二重の便益を得る。一方の非参加者にとっては,電力会社に
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よるDSM投資は電源設備の増強に比べれば,料金単価の上昇幅は小さかったか
もしれないが,実際の料金単価は上昇 しているし,その原因が他のユーザーに
直接的な便益をもたらしているものであるということは容認 しがたい。
カリフォルニアでこうした不満が表にでてきたのは,カリフォルニア州の電
気料金が全米で1, 2を争う高いものであること, しかも料金水準は上昇傾向
をたどってきた,という背景も見逃せない。DSMを通じて料金単価が引き下げ
られた, という傾向が見られればまた違った反応もあったであろう。 しかし,
いずれにしてもDSMは電気料金を使って所得の再配分を実質的に果たしている。
加えて,DSMのプログラム参加者にフリーライダーが多いという点が問題を
複雑にしている。それは,DSMプログラムの費用―効果を悪化させている大き
な原因でもあるし,所得の再配分に対 しても不公平を募らせる。フリーライダ
ーの比率は,調査によって異なるが,50%にものぼると推定されている。
しかもフリーライダー達は次のような性格を有している。「省電力DSMプロ
グラムの参加者は,エネルギー効率的な新 しい住居に住み,高所得者で,電力
会社のプログラムがなくても省エネルギー手段を講 じることができた家庭であ
る。このことは,電力会社のDSMプログラムが,高所得者層への所得移転を促
進 した可能性を否めない」というのである。(H)
③DSM経済性の再評価
DSMの経済性は通常「費用―効果分析」で検証され,それによって経済性が
あると判断されたプログラムだけが実施される。しかし,この経済計算に対す
る疑間も提示されている。つまり,本当にDSMは安いのか,という疑間である。
これは,次の4つの側面がある。第一にはテクニカルな費用の計上問題,第二
には「費用―効果」という方法論に関する問題,第二には外部費用評価の問題,
第四には効果に対する実施前の想定値と実施後の実現値との乖離の問題である。
第一の費用計上項目に関しては,当初,DSMの費用として計上されていたも
のは,ほとんどDSMの直接経費だけであった。実際にはDSM専従の従業員が
(11) Sutherland (1994)p.117
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必要であるし,管理費なども発生する。(12)
そうした,反省のもとにローレンスバークレー国立研究所のEto達は,経済
計算をし直した。(13)それによれば,従来行っていたような方法に比べれば,DSM
の費用―効果の価値は減価し,20の商業・産業用むけの照明プログラムを通じ
て,全体のコストは¢5.6/kWhとした。彼らの計算結果は,DOE/EIA推計に
比べれば費用―効果は小さいものの,それでもDSMの照明プログラムは全体的
には費用効果的であると結論づけている。このうち,消費者コストは17%ぐら
い合まれていると考えられる。(14)
第二の「費用―効果」分析そのもに対する批判は次のようなものである。個
別のDSMの経済性は「費用―効果」分析で行われる。このときの「効果」は電
源などの物理的な供給力と同等 (回避可能原価)という前提に立つ。教科書的
になるが,そもそも効果や便益は「余剰」をもって測るべきであり,余剰の大
きさは需要曲線と供給曲線とで決まる。それゆえ,「費用―便益」分析で行われ
るような1単位のエネルギー・サービスの効用は,費用や価格に関係なく一定で
あるという前提を改める必要がある。そこで,消費者余剰最大化のコスト・便
益分析こそが重要であるという指摘である。(15)
第二には,研究が進むにつれて外部費用の評価が変化し,それがDSMの経済
性評価にも影響を及ぼしてきた。通常,DSMが供給計画に組み込まれるとき,
環境外部費用を加味しながら物理的な供給力との相対で評価される。そのため,
伝統的な電源が排出するNOxやSOx,C02といつた外部不経済の大きさは,少な
からずDSMの経済性に影響を及ぼす。微粉炭やガスコンバインド発電に対する
外部費用に関して,ORNLやRCC/Haggler,Bainyの最近の推計では,それ以
前の評価値の5分の1～10分の1の値となっている。(16)これは,計算手法の改善や計
算緒元設定における情報量の蓄積が,計算の精度を高めた結果とされる。既存電
源の外部不経済が小さければ,当然ながらDSMの経済性は悪化する(表2参照)。
(10 Joskow et_al(1992)
(13)EtO(1994)
(10 Hirst(1994a)
(15)Borlich(1994)
(10 Hirst(1996)
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第四には,実現された省電力と当初期待された省電力量とが異なるという側
面である。計画段階での効果推定は,当初,[設備の普及]×[設備単位あたり
の削減電力容量]×[稼働時間],といった積上げ型の工学的手法に依っていた。
しかし,これが現実の実現値とで乖離を生じさせた。消費者がどれだけ参加す
るのか,参加した消費者のうちどれだけがフリーライダーであるのか,省電力
機器を導入した消費者が期待どおりの省エネを実行するのか,逆にTake Back
効果(17)を示し,増エネになる可能性もある。DSM企画担当者は,作為がなく
ても大きな効果を想定する傾向にある。この問題への対処として,消費者情報を
より精緻化し,それをモデルに組み込んでゆくという地道な改善が行われている。
表2 外部費用の推定
(単位 :ミル/kWh)
微粉炭    ガスコンバインド・サイクル
ORNL
′
I｀ennessee
New Mexico
RCC/Haggler,Bailly
Upstate,Rural NY
New York City
それ以前の外部費用の推計値
1ヽJevada｀vralue
Nev′York Value
1.4
0.7
0.2
0.0
2.6
4.3
0.2
1.7
19.0
11_2
5.5
6.9
Oregon Value 13.9 2.8
(出所)Eric Hirst,et.al(1996),p.306
④ DSM導入インセンティプの見直し
第四のDSM投資見直し気運は,政策当局によるDSM導入インセンティブ制
度の見直し,である。CPUCにおいても,DSMに関する制度的な見直しが追ら
れている。カリフォルニアは,DSM推進のために,DSMに必要な費用を原価
に反映させたり,省電力による便益 (供給投資の回避原価―DSM投資)を消費
(10 Take Back効果とは省工不ルギー施策の実現に伴う増工不ルギー効果のことである。例
えば,燃費の良い車に乗 |)替えた人が,ガソリン支払い代金の減少を通じた購買力の増加
から従来以上に走行距離を仲ばすようになること。Take Back効果の最近の分析例として
はSchwarz,et.al(1995)などがある。
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者と事業者 (株主)とで配分 しよう, といった先駆的なDSM推進制度をいち早
く取 り入れた州である。
しかし,こうしたDSMI誘導型のインセンティプを電力会社に与えるような制
度の見直しを始めている。もっとも,DSMが環境に優 しく,州政府としても環
境対策は継続的な重要課題であることから,DSM誘導政策の全面的な廃止を狙
っているわけではない。具体的には,配電料金にDSM費用を上乗せ してDSM
費用を賄おうという案が検討されている。
DSM誘導の政策が トー ンダウンすれば,従来のような勢いでDSMが拡大 し
なくなるのは必至である。
3.4.規制緩和が及ぼすDSMへの影響
目下,米国では着実に電力事業の規制緩和策が進められている。この規制緩
和がDSM事業にどのような影響を及ぼしている.のかを整理しておこう。
3.4.1.電源の入札とDSM/:RP
1980年代後半から1990年代初頭にかけて,米国の規制緩和の大きな流れとして
「電源の入札制度」が広範囲に適用されていった。これは,1978年のPURPA
法に基づ くQF(認定設備)の過剰設備を回避するため,あるいは広範囲に安価
な供給力を募るため,であった。これは,ほぼ時期を同じくしてIRP(統合資
源計画)の採用とも重なっているが,供給力を入札というスクリーンにかける
ことは,電気事業者に次のような可能性 と意味をもたらした。
1)限界費用や費用最小に関する意識が徹底された
2)そのためのオプションとしてDSMを供給力と同様に扱うようになった
3)電力会社よりも安 く電源を提供するIPP出現をもたらした
4)顧客への関心が高まり,サー ビス志向になった
5)環境外部費用やその他の社会的費用を考慮するようになった
6)供給計画における公開参加がみられるようになった
それゆえ,規制緩和の初期段階では,改めて供給力の限界費用を見つめなお
してみると,DSMは安価な供給力であるということが認識されていた,といっ
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てよい。もちろん,DSMが大きく開花するのには規制当局による後押しが不可
欠ではあったが,少なくとも入札という限界費用の透明性が安価な需要対策オ
プションに対しての認識を高めたことは間違いない。
3.4.2.小売り自由化とDSM
ところが,これから計画されているカリフォルニアにおける新たな規制緩和
策である小売 り託送は,DSM投資へのインセンティプを大きく減 じるモメント
になる。DSMを通 じて自らの資金を顧客の省電力のために投下しても,その顧
客が将来的に他の顧客になる可能性があるとしたら,電気事業者はDSM投資に
躊躇せざるを得ない。そこで,Hirstは,小売 り託送が及ぼすDSMへの影響を
次のように評 している。(18)
1)電力会社はDSMの費用を全ての需要家から徴収することは出来なく
なる。なぜなら,価格は規制ではなく市場で決まるためである。
2)それゆえ,電力会社はわずかなDSMプログラムしか実施しないだろ
う。大口需要家むけのみを対象としたエネルギー効率 リベー トなどに
限定される。
3)その代わりに,電力会社はDSMサービスを購入する顧客にア)情報 ,
イ)サー ビス契約,ウ)効率手段,工)品質保障を販売 し, よリエネ
ルギー・サービスの提供に重点をおく。
つまり,小売 り託送の自由化によってこれまでのDSMは変質を余儀なくされ
る。従来型のDSMは縮小するが,積極的な側面ではより顧客へのサービス向上
を狙った事業展開が進むとみる。それを通 じて顧客が他社に逃げて行かないよ
う,さらには新たな顧客を獲得する手段としてDSM事業を位置付けるようにな
るとみている。
3.5.競争市場のDSM
3.5.1.規制的DSMから市場型DSM
そこで,小売 り市場自由化を念頭においてDSMの新たな形態が模索されるこ
(10 Hirst(1994b)
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とになる。その際,これまでのDSMは次のような変質を余儀なくされる。(19)
規制当局後押 し型のDSMは見直され,DSMの是非も純粋に市場に委ねられざ
るを得ない。その結果,純粋に経済性があるDSMメニューだけが残る。つまり,
規制緩和によって,DSMは強制的なものから自主的なものに移行する。当初は
環境派や消費者運動によってCPUCも簡単にはDSMを放棄できないであろう
が,やがて規制的なDSMは消えゆく。「規制型DSM」から「市場型DSM」ヘ
の移行ということになろう。
3.5.2.DSMにおける情報,教育の効果
これまでのDSMを評価するとき,いくつかのメリットも併せて検討しておく
必要がある。それはDSMが市場に委ねられたとしても,DSMが持つメリット
は今後とも活用してゆくべきであるからだ。
DSMのメニューの一つである情報提供,啓蒙活動がもたらす効果はメリット
図l DSMと教育効果
?
?
16.4
|::::::::::轟|
11.7
::::::::::菫: |
10.3 籐翻  :::::::彗:::::]
8.0 慢:::::::::::1ヨ [::::::::重:::ヨ  :::::】: :翻
朧:翻  騨彗灘]  [:::::::蠅  :::::::::墨: :]
weatherizatiOn  weatherization  weatherization  weatherization  区分
&Video    &.One Visit  &Three Visit
(出所)Jennings,et.al(1995),p.24
16
14
12
10
8
6
4
2
0
(19) Bradley (1995)
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の代表であろう。調査報告によれば,プログラムにおける情報の提供,教育の
内容や頻度がDSMの効果を大きく左右したことが解っている。
エネルギー節約協会(AHiance to Save Energy)のweatherization(20)に関す
る教育効果調査では,次のような3つの需要家群の比較を行った。それらは,①
電力会社がweatherizationの施策を提供しただけの家庭需要家,②これに加え
てweatherizationと省電力の関係を紹介するビデオ・テープを見せた家庭需要
家,③さらに電力会社が3回の家庭訪間をしてweatherizationの教育を施した家
庭需要家,である。①の需要家群は,weatherization以前に比べて平均8.4%の
省電力の達成度であったが,③のそれは16.4%であった(図1参照)。 それゆえ,
同協会では情報提供,啓蒙活動の充実を図ることがこれからのDSMの重要課題
である, と結論づけている。(21)
3.5.3.DSM費用の配電料金加算
市場にDSMを委ねるとはいえ,規制当局はこれまでのDSMを全く自紙に戻
すという方向ではない。電気事業者がDSMに消極的にならざるを得ないとすれ
ば,規制当局は次善の策として次のような方策の検討に入っている。それは,
需要家に最 も接近 している電気事業の機能は配電事業であるため,彼らに対す
るDSM推進の働きかけである。
例えば,washington州は,効率投資に対する回収を配電料金を用いても良い
と認め,Idahoもこれに続いた(1995年3月)。 また,FERCは州の規制当局者を
召還 して「地域の配電施設費用において,省電力や負荷管理,その他のDSM
に伴う環境便益を考慮する・ように」と要請 してる。この「新」費用回収方法は,
システム・ベネフィット料金として全ての消費者によって賄われるべきものと
考えられている。(22)
つまり,発・送・配電という垂直型の電気事業体制は崩壊 しても,最終需要
家に近い配電事業に対 して,DSMの継続インセンティプを与え,あるいは費用
20)weatherizationとは,窓の目詰めや低水流シャワーヘッドの導入など簡易にできる一連
の省エネ手段のことである。
21) Jennings,et.al(1995)p.26
1カ  IIirst,et.al(1996)p.310
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FI収目的 として配電会社を位置づけようというのが規制当局の思惑である。
3.5.4.DSMからESMヘ
配電事業者へのDSM費用を認めさせようというのが,DSM継続の規制当局
の意識であるとしても,従来のようにDSMへの積極的な動きは電気事業者はも
ちろんのこと,規制当局にもない。そこで,DSMは変質せざるを得ないが,変
質の方向は先にも触れたエネルギー・サービス提供の充実である。そのため,
ESCOと呼ばれるエネルギー・サービス会社の台頭がみられる。
米国におけるESCOはすでに数百にものぼると言われており,その多くは電
気事業者子会社でもある (表3参照)。 彼らの事業はESMとも呼ばれ,DSM
に取 り代わって,同時に電力会社のマーケティングを行う混合システムでもあ
る。また,ESMは,明らかに顧客が必要なサービスと商品―価格オプション・
契約 。情報サービス 。最終需要家へのサービス (照明・暖房 。など)・運転・
維持・機器投資など― を提供する。(23)
例えば,エネルギーサービスの提供 として,エネルギー消費機器の設置,所有,
装置の維持,熱。照明・動力・工程熱量の販売を固定料金で提供する。(24)wis_
consin Electric Power Companyの実験的な「最終需要家価格計画」では,スー
パーマーケットが電気料金込みを固定料金で支払うものである。スーパーでは
冷蔵庫内の商品を確実に冷却 し,エアコンを確実に維持することと引き替えに
である。エネルギーサービスの契約代金には,電力会社所有の冷凍機器を利用し,
機器の維持とサービス維持,システムを動かす為のエネルギー量が含まれている。
電気事業者の子会社ではないが,ESCOとして成功を収めているHoneywen
and Johnson Controlという会社がある。彼らは顧客との間でビル管理と機器保
守に関した契約を行ない,顧客が支払う毎月の金額は省エネルギーによる予想
節約金額以下の代金である。そのため,顧客はESCOが実際にどれだけ節約を
達成できたかというパフォーマンスに対 して注意を払う必要もない代わりに,
省エネ投資とそのパフォーマンスに対するリスクを負う必要 もない。
(23)LeBlanc(1995)
(24)以下の事例は,Chamberlin,et.al(1996)を参照した。
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表3 電気事業者子会社のエネルギーサービス会社 (ESCO)
電力会社 ESCO子会社
New York States Electric and Gas
Northeast Utilities
Entergy
Eastern Utilities Associates
I)ublic Service Electric and Gas
Potomac Electric POwer COinpany
Philadelphia Electric COrnpany
Southern California Edison
UtiliCorp
Bostoll Edison
Baltilnore Gas and Electric
Central Hudson Gas and Electric
Southern California Cas
Southern lndiana Gas and Electric
Northern States Power
Xenergy
HEC
SASI
EUA Cogex,Citizens COnservatiOn Corporation
IIighland Energy COrpOratiOn
James L Day Corporation,
1ヽTortheastern Energyヽ4anagernent
New England Sun Control
Public Se:Ⅳice Re ources Corporation
Entertech
P pco Servlce
Energy:Perforrnance Service
Envest
Energy Olne Product Line
Coneco Corporation, Rez‐′「 ek
4ヽaryland Environmental Systenl
Central IIudson Enterprises
′
I｀otal Energy Efficiency D′Ianagernent
Energy Systenl Group
Cenergy
Southern CompanySouthern IDeveloprnent and lnvestrnent
〈出り:J')Chamberlin,et.al(1996), p329
さらに,Fort Polk Army Base(フォー トポーク海軍基地)はCo‐Energy
Group社というESCOとの間で「節約分配 (sheared saving)と設備保守」契
約を交わしている。この契約では,Co‐Energy Group社が1800万ドルかけて地
上ヒートポンプを設置し,その機器は同社が契約期間中所有し,運転する。基
地の米軍高官によれば,適正な機器の維持が行われており,この理由は,Co‐
Energy Group社にとって投資資金の早期回収がインセンティブになっているか
らである, という。
ところで,将来のDSMの姿を想定しようとするとき,「DSMは環境に優し
いという」という事実は重要な意味を持っている。EEIの意識調査では次のよ
うなアメリカ人の姿が浮き彫りにされている。「アメリカ人は経済成長や生活水
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準の向上を実現したいために,信頼性が高い豊富な電力を望んでいる。しかし,
同答者の3人に2人は経済成長を犠牲にしても環境を保護する」と答えている。
それゅえ,EEIでは,①アメリカ人の価値として環境保護は重要な意味がある
ことを十分に認識し,②電力会社が行うことができる環境への便益を定義づけ,
③高い環境基準の達成が電気事業者の課題であると提案している。(25)
4.欧州の規制緩和 とDSM
米国における規制緩和が及ぼすDSMへの影響は,前述の通 りである。ここで
は欧州の現況を考察する。欧州における米国型のDSMは,未だに実験的なもの
でしかない。しかし,積極的な環境保護 という政策の一貫としてパイロット型の
DSMが,EUの資金を通じてオランダ,デンマーク,ドイツなどで行われている。(26)
4.1.EU市場の規制緩和政策
4.1.1.第二者アクセスと単一購入制度
欧州において電気事業者の規制緩和が先駆的に行われているのは,個別の国
では英国であリノルウェーである。そこでは,米国のカリフォルニアのモデルと
なった垂直統合型電気事業の分断が行われてきた。一方EU市場の統合化を呪ん
だヨーロッパ電力市場全般にわたる規制緩和の計画がEU内で進められてきた。
その際の議論は,第二者アクセス(TPA:Third Party Access, 小売 り自由
化)を認めるモデルと,電源を自由に選択できるのは送電会社に限定されると
いう単一購入制度,という二つのモデル選択が議論されてきた(図2参照)。EU
委員会はTPA案を主張し,これに反対するフランスは単一購入制度を主張した。(27)
議論の結論は両者の折衷案ではあるものの,段階的にTPAを認める方向で,1996
年 5月に一応の終結をみている。
さて,TPAを認めるとなると,これは米国の章で議論 してきた問題 と同様の
(25)Cambridge Report/Research lnternational(1991)
20 EUおよび||1界各地でのDSMの実施状況は,Boyle(1996)を参照のこと。
20 東海他 (1996)
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影響がDSMにもみられることになる。つまり,消費者が自由に供給者を選択で
きる条件下で,費用回収が不確実なDSM投資を行う電気事業者がいったい出て
くるのか,という問題である。多少,重複するがTPAがもたらすDSMや電気
事業への影響を整理すると次のようになる。
第一に,電力会社の販売先の選択は拡大するが,同時に安定した固定客の保
証がないため,需給の将来予測を困難にさせる。第二に,逃げて行く大口需要
家が負担 していた費用を誰に補填させるかといった「回収不能費用の問題」が
発生する。それは,電力会社にとってDSMの費用回収に対するリスク問題につ
ながる。第二に,電力会社は,DSMのフリーライダー達に従来以上のリスクを
もつことになる。第四に,長期的には,IPPたちも発電所建設において,電力
会社と同様なリスクを背負う。その上,長期契約が無ければ,IPPは建設をし
ない。第五に,ネットワークが第二者の電力を運ぶことになると,これまでDSM
や高い小規模発電のコス トを送配電部門のコス ト削減で賄ってきた経緯がある
が,それが不可能になる。(28)
こうした影響が想定されるTPAの下では,DSMの大きな展開は期待できな
い。しかし,一方で欧州においても米国型のDSMの推進が検討され始めている。
図1 基本的な電気事業体制のモデル
③
注)Pは発電 Tは送電 Dは配電
①は従来型の体制 (発送配電垂直統合型) ②単一購入者制度 (発電部門への競争導入)
③EU委員会提案のTPA(配電事業者・需要家が供給先を自由に選択)
(出所)東海他 (1995)R8
②①
10  Finon (1995)
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4.1.2.EUのiRP(統合資源計画)の提案
欧州におけるDSMの推進は,EU委員会のIRP指令案の検討によって議論が
高まった。それは,1995年夏,省エネルギーの一環として各国の配電事業者に
IRPの策定を義務付け,そのための法制化を提案したためである。この提案に
対する結論は未だ出ていないが,EU委員会としてはエネルギー税の提案と同様
に,環境対策の手段として省エネルギーの推進,DSMには極めて積極的である。
EU委員会は,すでにSAVE計画を通じて,25件のIRPのパイロットプロジ
ェクトに資金援助を行っている。そして,そのIRPの重要な構成要素としてDSM
が位置づけられている。
IRPの法制化提案に対する各国の反応は,前向きな国としてデンマーク,オ
ラング, ドイツがある。いずれの国も環境保護に積極的であり,配電事業の形
態としては公営の割合が大きい。逆にこの提案に消極的なのは,英国やフラン
スといった欧州の大国がある。規制緩和を進める途上にあって,省電力のため
とはいえ規制強化は望ましくない, という反応である。
4.2.DSMの検討
4.2.1.ドイツ
ドイツにおけるDSMの事例は,ドイツ最大の電気事業者であるRWEによる
プロジェクトにみることができる。
RWEによる“KesS(顧客エネルギー・サービス)"プログラムは,1992年末
から始まった。この背景には,電力需給ギャップの解消を目指すことがあった
が,同時に環境対策強化の一貫として, また消費者への情報提供を向上させな
がら,市場の透明性を高 くするという目的があった。(29)
1992年10月から1995年2月にかけてRWE Energie AG社は“KesS''という名
前でDSM/1RPのパイロットプロジェクトを実施した。これは,総額5,400万ECU
(1億DM=約70億円)を用いたリベートプログラムで,冷蔵庫・冷凍庫・皿洗
い機 。洗濯機を対象に効率機器への転換に1台あたり54 ECU(100 DM=約7,000
円)を補助するものであった。North Rhin‐Westfalia政府と電気事業者の協定
29 11lennicke,P.(1995)
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で実施されたこのプログラムは,市場に出回る消費機器の約50%がリベー トの
対象機器となった。同時に,省エネルギーに関する情報提供 とア ドバイスを消
費者に働きかけた。
2年半の試験期間を経て,現在では最 も費用効果的であると判断された冷蔵
庫を対象にしたリベー トプログラムのみが継続されている。現在の投資資金は
1,100万ECU(2,000万DM=約1億4,000万円)であり, 2年間の延長が行われ
ている。
“KesS''プログラムによって得られた結論は次のようなものである。省電力
効果は450 GWhほど計測され,その内訳は冷凍庫169 GWh,冷蔵庫129 GWh,
皿洗い機48 GWh,洗濯機107 GWhである。それゆえ,冷蔵庫や冷凍庫について
は費用便益が高いが,皿洗い機や洗濯機についてはさらに検討が必要となった。
またリベー トプログラムに対する消費者の参加状況は,リベー ト取得者の54%
がフリーライダーであったと推計 している。このうちの24%は部分的であるが
機器選択においてりベー トが多少の意志決定に変更を及ぼ した。 しかし,残り
の30%は純粋なフリーライダーであり, リベー トが存在しなくても効率機器を
購入したであろう消費者であったとされる。さらに,「純粋の参加者」とは,機
器の買い換え意識がなかった消費者が リベー トの存在を知って効率機器に買い
換えた客層のことであるが,この層が全体の30%あった。残 りの16%は, りべ
― 卜が機器選択に積極的な役割を果たしたとしている。
4.2.2.デンマーク
ついで,ELSAM,ELKRAFTといった配電会社などによるIRP/DSMが行
われているデンマークの例をみてみよう。(30)
デンマークでは,1992年夏以降,ELSAM,ELKRAFT社においてDSM/1RP
担当の専門スタッフ40人を抱えてDSM/1RPのプロジェクトが開始されている。
この背景には,エネルギー・環境問題に対する社会政策の重要性がうたわれ,
その対策の一貫としてDSMを導入したという事情がある。加えてEUのIRP
導入の提案やSAVE計画による資金援助も後押の役目を果たした。。
(30)ELKRAFT,ELSAヽ4,and et.al(1995)
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デンマークには「IRP法」が存在し,エネルギー省内にあるエネルギー戦略
委員会が実際上のDSM振興母体になる。デンマークのDSM/1RPフ°ロジェク
トを紹介した報告書によれば,彼らの意図は,DSMの実施に伴って,「販売単
価が多少上昇したとしても,料金の支払総額が低下することがIRPのねらい」
であるとしている。(31)
米国の例では,DSM実施に伴う電気料金単価上昇に対して不満がみられたが,
デンマークではあらかじめそれは考慮済みということであろう。標的は,料金
単価上昇抑制ではなく,消費者の電力使用量 (kWh)の削減であるとしている
点が,明快である。
具体的なプロジェクトのメニューは,大きく3つに分けられ,①家庭需要家
を対象とした情報提供(情報伝達手段としての請求書の有効利用),②産業用需
要家を対象とした「エネルギ ・ーコンサルティング」,③家庭用需要家を対象と
した「省電カプロジェクト」である。その概要は表4にまとめている。
表4 デンマークのDSM
情報つき請求書  産業需要家コンサルティング 照明コンサルティング
①有効期間
②地域
市場規模
③潜在的省電力
実現省電力
④消費者余剰
生産者余剰
販売収入
社会的余剰
⑤省電力単価
販売単価
1年
ELKRAFT
4,000 GⅥrh
4,000 GVVh
55GVヽh
531ヽ.kr
OM.kr
-244ヽ.kr
5M.kr
35 ore/kヽVh
O.5 ore/kヽVh
5年
ELSAlVI
2,209Gヽ「h
309 GⅥrh
95(}V√h
944ヽ.kr
ll M.kr
-891ヽ.kr
144ヽ.kr
24 ore/kWh
O.42 ore/kVVh
5年
ELKRAFT
678 GWh
81GWh
30 GWh
1491ヽ.kr
39 Ⅳl.kr
-344ヽ.kr
324ヽ.kr
18 ore/kVVh
O.35 ore/kWh
(出戸斤)ELKRAFT,ELSAヽ4,and et.al,(1995),p.11
(31) ibid. (1995), p.8
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デンマークにおいても規制緩和と競争導入策がもたらすDSM/1RPへの影響
は,少なからず懸念されている。実際,IRP実行上の最大の外部的な障害は,
電力市場の競争の進展であると認識されている。(32)しかし他方,競争市場はDSM
を排除するものではなく,DSMを通じた消費者サービスの向上は,電気事業の
自然なビジネスであるという期待も大きい。
4.3.DSMの課題
欧州におけるDSMは,実際上はまだ端緒に着いたばかりである。各国は,自
国の環境政策および電力政策のみならずEU全体の政策とも共同歩調をとらざ
るを得ない。EUでは,競争市場の拡大は既定路線であるが,一方で地球温暖化
問題から温室効果ガス削減に対しても積極的な態度を表明している。
環境保全型社会は北欧を中心として,主要な欧州諸国の将来ビジョンである。
経済システムの効率性を高めるために市場のメカニズムを利用した規制緩和を
進める一方,環境対策のための規制強化をせざるを得ないというジレンマは欧
州にもある。しかし,そこでは後者のウェイ トが高 く,徐々 にではあるがDSM
/1RPがエネルギ ・ー環境政策の一つの要素に位置づけられるようになってきて
いる。
5。 おわ りに
これまで見てきたように,米国のDSMは従来のDSMの形態から変質しつつ
ある。市場に委ねられるDSMの実施主体者として,ESCOが大きく注目されて
いる。彼らはエネルギー全般のサービスを提供する会社として,現在を新たな
ビジネス・チャンスと認識 している。まさにエネルギー管理部門のアウ トソー
シングの受け皿である。かたや欧州では,環境重視の観点からDSMの実験中と
いうことになろう。
わが国では,1995年3月に31年ぶ りに電気事業法の改正が行われ,電気事業
の規制緩和に関して一定の進展をみた。そこでは,1)卸電力に関する入札制度
00  ibid_ (1995), p.28
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の導入,2)特定供給における届出制,3)電気料金制度の改正 (ヤー ドスティ
ック競争の導入,燃料費調整制度の導入,負荷平準化に資する料金制度に関す
る届け出など),4)保安規制の緩和, といった制度の改革が行われた。
こうした制度改革は電気事業者にどのような影響をもたらすのであろうか。
それは競争市場の導入による電気事業者の効率的な企業経営,それに伴う電気
料金の長期的な安定や,供給力の確保といった大義の他に,次のようなDSM
的な発想を刺激する可能性を秘めている。
つまり,供給力の入札制は,1可避可能原価の透明性を高めると同時に,電気
事業者に限界費用の概念を定着させる。それは,電気事業者に多様な選択肢の
可能性を精査させるテコとして機能するし,消費者からはさらに電力供給を通
じたエネルギー・サービスに対する質の向上が要求されることになろう。その
ため,電気事業者は従来以上に需要家スタンスにたったサービス提供をしてゆ
かなくてはならない。これが,今回の規制緩和がDSM的発想を刺激するという
ゆえんである。
規制緩和の究極的な姿は,決してDSMの後押 しではないが,電気事業をして
よリエネルギー・サービスに経営資源を傾注せざるをえない状況を招来してい
るものとみることができる。
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